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Ⅰ厚生労働省 

 

視察日    ： 令和４年１０月２６日 （水）  

視察調査先  ： 厚生労働省  

視察調査事項 ：  ●新型コロナウイルス感染症対応を踏まえた医療提供体

制  

          ●新型コロナワクチン 

  

応 対  ：厚生労働省 医政局地域医療計画課 医師確保等地域医療対策室  

        地域医療構想推進室長補佐 認定医師推進専門官  

                           黒川 典誉   氏  

            健康局 予防接種担当参事官室   

                           桜井  公彦   氏  

         

  

    

 



（１）医療提供体制を取り巻く状況 

① 高齢者の増加に伴う医療需要が拡大する。 

  ・２０４０年に６５歳以上人口がピークに。 

② 少子高齢化等により医療ニーズが変化する。 

・ 高齢化のため、急性期の需要が増加する。 

・ 医療と介護の複合ニーズが高める。 

③ 医療従事者のマンパワーが不足し効率的な配置が困難になる。 

・ ２０４０年、就業者の減少する中で医療人材が多く必要となる。 

・ 医師の高齢化と「働き方改革」の対応が求められる。 

           ↓ 

効率的な医療提供体制の構築の必要性 

 

（２）地域医療構想の取組 

 ①２０２１年度病床機能報告の状況 

・ 実績 合計１２１万床 

・ 高度急性期 15.5 万床 13％ 

・ 急性期  54.9 万床 45％ 

・ 回復期  19.3 万床 16％ 

・ 慢性期  31.2 万床 26％   

 

② ２０２５年見込み 合計１２０．１万床 

・実績見込み 合計１２１万床 
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・ 高度急性期 16.0 万床 13％ 

・ 急性期  53.6 万床 45％ 

・ 回復期  20.6 万床 17％ 

・ 慢性期  29.9 万床 25％ 

 

 

●以上が２０２１年度報告された病床機能数字である。２０２５年度７月に

おける機能の予定数は全体で約０．９万床が減少見込みである。割合としては、

さほど変化はないが、急性期１．３万床、慢性期１．３万床が減少傾向にある。 

 

③第８次医療計画（２０２４年～２０２９年）の策定 

 ●新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、地域医療構想に関する取組

の進め方について、令和２年３月及び８月に方針の再検証を通知。 

 

・ 記載事項の追加（振興感染症等対応） 

・ 民間医療機関も含めた対応方針の策定、検証、見直し 

・ 新型コロナウイルス感染症の病床の機能分化・連携 

・ 取組について、病床の削減や統廃合ありきではなく、地域の実情を踏ま

え、主体的な取組 

 

（３）コロナ禍を踏まえた今後の動向 

① 医療提供体制をめぐる課題 
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● 新型コロナ対応に関する課題 

・ 高度急性期の対応 

・ 地域医療機関の情報共有も含めた役割分担・連携 

・ 外来・在宅医療のチーム等による強化 

・ デジタル化・見える化への対応 

 

●２０４０年の人口構造の変化への対応 

  ・人口変更に対するマンパワーの確保 

・人口減少地域の医療機能の維持・確保と医師の働き方改革に伴う対

応 

・超高齢化による医療ニーズの変化 

・医療・介護複合ニーズと看取りニーズの増加 

 

（４）所感 

  医療に提供体制改革に係る今後のスケジュールが新しく示されたが、2024

年から 2029 年への第８次医療計画に向けて各都道府県での議論が 2023 年度

は必要となる。 

  松阪市においても、松阪市市民病院をはじめ、松阪済生会病院、松阪中央病

院の３病院での議論も本格的に着手しなくてはならない時期にきている。  

再度、仕切り直しとなるであろう医療提供体制に、新たに「コロナ対応」の加

算という大きな課題を考慮しながらも、国、県が事実、大きくイニシアティブ

が取れなくなったことも踏まえ、基本方針に則りながらも松阪地区は松阪地

区での独自性をもった施策を生み出す必要があることを念頭に置かなければ

ならないと考える。 

  視察により目新しい動向はなかったが、第９次医療計画（2030 年～2035 年）、

第 10 次医療計画（2036 年～2041 年）に向けて、2025 年度までの確立しな

ければならない「地域医療構想」の実現に待ったなしの状況を市議会としても

認識しなければならないことを改めて感じた。 

 

 

 

（５）新型コロナワクチン 

 

  応対   厚生労働省健康局 予防接種担当 

        総括調整官    櫻井 公彦 氏 

 



① 接種状況 

 回  数 接 種 率 

総 回 数 329,423,750 ― 

うち 1 回以上接種 104,264,027 ８１．４％ 

  2 回以上接種 102,910,840 ８０．４％ 

 3 回以上接種 83,080,114 ６６．０％ 

  4 回以上接種 39,162,859 ― 

5 回以上接種 5,910 ― 

                   （令和 4 年 10 月 25 日現在） 

 

② オミクロン対応のワクチン 

● 対象者・・・初回接種を完了し、最終接種から３か月以上経過した者。 

● 種類・・・・モデルナ社 BA.1 ワクチン・ファイザー社 BA、４－５ワク  

チン 

● 開始・・・・BA.1 ワクチン 9 月 20 日より 

       ファイザー社 BA、４－５ワクチン 10 月１３日より 

● 予算負担・・引き続き、国が負担 

 

③ 予防接種健康被害救済制度 

● これまでの受理件数 ４６８９件（10 月 18 日現在） 

（内訳） 認定 ９９６件 

     否認  ８４件 

     保留  ２９件 

  ●死亡一時金     44,200,000 円 

   障害年金 １級   5,048,400 円（年額） 

        2 級   4,039,200 円（年額） 

        ３級      3,028,800 円（年額） 

   医療手当  34,900 円～36,900 円（月額） 

 

（６）所感 

年末から予想される新型コロナ感染症拡大（第８波）にむけて、オミクロ

ン対応ワクチンが一斉に供給される。今までとおり、モデルナとファイザー

の２者選択による接種となる。 

 ５回目のワクチンである。最終接種から３か月目での接種計画は、インフ

ルエンザ流行の兆しが見える中での施策であると認識する。 

 また、このオミクロン対応型ワクチンは、１，２回目の従来型のワクチン



を接種していなければ、受けられなくなっている。加えてそのワクチンは年

内での終了を予定している。早期の接種を推進するためであろうか。 

 しかし、一方では、ワクチンによる健康被害が 5,000 件近くなっているこ

とも事実である。制度による救済はあるが、疾病・障害認定審議会において

予防接種と健康被害との因果関係が関連づけられたのは、1000 件程しかな

い。多くは関連性がないとみられ、保留も多い。対象者のことを考えると早

い認定が望まれる。これらのことも要因となり、接種者が国の目標に遠いの

も理解できる。 

 現在新型コロナ感染症は、２類相当とされているが、時期をみて５類相当

への移行もあるとの説明もあり、ワクチン接種を実施し、経済を動かしなが

らのウイズコロナ政策に本格的に突入するという兆しがみえてきた視察研

修であった。 

  

  

Ⅱ福島県会津若松市 

視察日    ： 令和４年１０月２７日（木）  

視察調査先  ： 会津若松市 

 

（１）会津若松市の概要 

①人口  １１４，７３７ 人 

         ４９，３３２世帯   

②面積  ３８４ｋ㎡ 

③概要   

    会津若松市は福島県の西部にあり会津盆地の東南にあり 

    福島県の県庁所在地である福島市から約 80ｋｍの距離にあります。 

    会津地方の中心として満足度の高い都市機能があります。 

    猪苗代湖や磐梯山など豊かな自然に囲まれて、夏は蒸し暑く、 

    冬にはまとまった降雪があり、四季の移ろいをはっきりと体感できる 

    のんびり暮らせる歴史ある地方都市です。     

     

（２）対応者 

     会津若松市議会議員  目黒 章三郎 

会津若松市議会議員  高橋 義人 

会津若松市議会議員  後藤 守江 

    会津若松市議会事務局 岩澤 慶志郎 



  

 

（４）視察項目 

Ⅰ会津若松市議会の議会改革から学ぶ 

1. 議会改革のスタートと会津若松市議会基本条例の特徴 

    会津若松市議会は、平成２０年６月定例会において賛成総員で可決・

制定された議会基本条例に基づき、議会改革を進めてきました。 

 

(1)市民参加を基軸に 

いままでは「市長に対抗するために議会が一つにまとまる必要が

あるという視点」だったが、「議会だけがまとまるのではなく、

議会は市民と結びついて、市民意見を後ろ盾にして活動していく

べき」という考え方に前進した。 

 

(2)議決責任と説明責任を条文に明記 

説明責任を媒介として、政治的・道義的な議決責任を規定して議

決責任を果たすためには審査結果である議決の主体が議員ではな

く議会であることを鑑み、本会議・委員会における議案審議にお

ける議事手続きの１つとして「議員間討議」を規定し「議決に至

る経過と結果について議会を主語として説明することを担保し

た。 

 

(3)「政策リサイクル」の主要ツール 

 

①問題発見（市民との意見交換会） 

市民の多様な意見を把握し、反映しうる合議体としての特色を

最大限に生かし、市民参加の推進に努めるとともに、市民との意



見交換の場を多く設ける。また市民に対し、議会で行われた議案

の審議の過程及び結果について報告するとともに政策形成に関す

る意見交換を行うために市民との意見交換会を開催する。 

 

②交換会からの課題を広報広聴委員会で整理する。 

（交換会からの広報公聴機能の充実のため、広報広聴委員会を設

置した。） 

 

③問題分析（予算決算委員会における政策研究） 

        市政に関する重要な政策及び課題に対して、共通認識や合意

形成を図り、政策立案、政策提案及び政策提言を推進する。 

 

   ２．会津若松市議会の「政策サイクル」とは 

 

     ①市民との地区別意見交換会 

        市民との意見交換会（５月、１１月）でさまざまな市民意

見・課題を聞く。 

（令和３年度は参加２００名、市民からの意見２００件） 

 

     ②政策討論会（所管事務調査） 

学識経験者を招き勉強会の開催や先進地への行政視察や 

委員間での自主研究・討議を行い、委員会や文科会で市民意

見を整理し、市政の課題を設定する。 

 

     ③市への政策提言 

         予算委員会・決算分科会へ市民意見をもとにした政策課題

の提言。 

         また毎年予算と決算時に賛成であっても付帯意見や要望的

意見が毎回５～６個の議題に付く。 

 

     ④市の事業執行をする。 

 

     ⑤事業執行状況の監視・事業評価 

        予算審査や決算審査を通して事業状況の監視・評価をする。 



 

 

 

 

 市民の意見を政策提言にもっていくため、委員会や文科会で市民意見を整理 

し、市政の課題を設定する。 

 



  3.会津若松議会の現在までの成果 

 

    議会の３つの役割として 

① 監視機能  ②政策立案機能   ③民意吸収機能 です。 

この機能を果たすためにチーム議会としての「仕組み」を作り、 

住民自治の充実（住民意思の反映）につなげることをやりました。 

特に「政策リサイクル」と呼んでいる、市民意見を起点として政策立

案・提言に結び付けていく取り組みでは、数々の成果を市民の皆さん

へ示すことができました。賛否だけではない「政策の豊富化」につな

がっています。 

また当局を抜きにして議員間討議を行うことにより論点を明らかに

して合意形成を図りどこまで合意できる、できないのかを考え合意に

ならなければ修正案・付帯意見・要望的意見を付けての合意を可能に

している。 

下記に議会からの政策提言の成果を記載します。 

 

（議会からの政策提言の成果１） 

① 財政問題への懸念 

財政調整基金が標準財政規模の５％弱だったものが国の指針の１

０％以上を推移。 

② 鶴ヶ城近隣の公共施設移転計画 

市は計画を見直し、小学校を現在地に建て替え。 

③ 除排雪問題 

除排雪予算の増額と一部私道除雪の実施。 

④ 行仁小学校建て替え時、複合化の内容の見直し 

執行部計画に対して地域住民から声が反映されていないとクレーム 

議会が間に入って調整。 

 

 （議会からの政策提言成果２） 

① 請願 

・市施設警備委託料の最低制限価格の増額見直し 

・会津清酒の普及促進に関する（乾杯）条例の制定 

② 陳情 

・公設地方卸売市場の使用料が４分の３に引き下げ 

・飯森山の公衆トイレ改修に高率の補助金 

・西若松駅東口への公衆トイレの設置 



・若者が利用できるフリースペースが西若松駅西口に 

・木造住宅耐震改修支援補助金が創設 

     

（４）所感 

   会津若松議会を視察研修させていただき素晴らしい点を何点か勉強させ

ていただきした。まずは議会が市民との意見交換会で市民の声を拾い上

げそれを議会内部で市民意見を整理して市政の課題として設定し、各分

科会に市民の意見をもとにした政策課題を提言していき市民の思いのこ

もった政策を事業実施したり変更したりしている点が素晴らしい取り組

みです。 

現在、松阪市では執行部が政策を提案してくるがこの提案が本当に市

民にとって必要か、また予算額から考えてこの事業の費用体効果は適正

であるかなど賛成の前に議員間討議を行い賛成議員の可決責任を考える

必要があるのではと考えます。議会は議論する場であり納得できるまで

議論をして修正案や付帯意見、要望的意見を付けての合意があらためて

必要であると考えさせられました。 

松阪市議会も市民の為により熟練した議会をめざしていくことを改め

て確認し、これからも努力すべきと考えます。 

 

 

Ⅲ合津若松市の災害対応 

 

視察日    ： 令和４年１０月２８日（金）  

視察調査先  ： 会津若松市（2日目） 

 

（１）視察事項 

合津若松市では、大規模災害時には全職員の参集を図り、全市的な情報収集

に基づき対応し体制を整える。 

この場合、災害対策本部設置後の体制として、指揮者市長からの第一次非常

配備体制では全所属職員の５０％、第二次非常配備体制では全所属職員が配

置に付くとしている。 

又、近隣市町との横断的協力体制のため事前打ち合わせも進めている。 

主な災害想定としては、洪水浸水（河川氾濫・内水氾濫）、土砂災害、大規模

火災、地震、雪害、火山噴火（磐梯山）が上げられる。 

大規模災害発生時の体制として、 



１， 応急対策班に全員が入り、非常時優先業務を遂行する（ＢＣＰ） 

２， 各班の班長及び対策本部事務局員の指示に従い、各所属の職員はそれぞ

れの班の業務を行う。 

災害発生時の危機管理課や各所属の役割・業務内容 

１， 危機管理課：総括班の業務や災害対応全体の舵取り役となる。 

２， 教育委員会：所属により、広報伝達班や避難所運営班、要配慮者対策班な

どに別れての対応となる 

３， 災害対策本部事務局員の役割・避難所情報発令の事例・避難所発令で見え

た色々な課題があります。 

 

（２）質疑応答 

 

Ｑ 災害が少ない地域の中にあってこれまでの被災体験をあげるとすれば、何

例かお示し下さい。 

A  東日本大震災時に災害対策本部を立ち上げた。 

  今年８月台風による浸水被害等の有事が発生したが、夜中であった為災害

対策本部を設置する前に状況が緩和され、ケースバイケースで対応をした。 

 

Ｑ 次に、発災時に市議会議員としてはどのような行動をとられるか 

Ａ 全体に対策本部会議は執行部からの発信により立ち上げられるが（議員

個々からの問い合わせがあったりする） 

  議会へは基本参集を求めない。 

  鬼怒川水害時オープンな災対を開いたが、議会事務局が情報収集をし議会

に情報を流した例がある。 

 

Ｑ 耐震（公の施設）などの耐震状況は？ 

Ａ 学校関係施設は完了している。 



 

Ｑ 停電時の連絡手段は？ 

A  衛星無線または防災無線の整備はまだ出来ていないポータブル発電機や電

気自動車（公用車）などで対応している。 

 

Ｑ 避難所先は？ 

Ａ 基本 学校体育館で、一か所のみ山間部の為公民館となっている。避難用具

として、毛布、段ボール、備蓄食、簡易トイレ、パーテーション等で、コロ

ナ拡大時には空き教室を使った。 

  体育館の鍵は公民館にも設置されている。 

 

Ｑ ハザードマップが重ねるマップとしてＧＩＳデーターをコピーしてつくっ

ている、検索で住所を入れると安全性がわかりやすいシステムであると思

うが年間コストがどれくらいか？ 

Ａ 年間一千万で初期費用として三千万位かかった、紙からのハザードマップ

を不動産業者の意見を参考として作った。 

 

Ｑ １０月北からの弾道ミサイル情報の際の行動は？ 

Ａ 危機管理上の参集とまではいかなかった。今後必要に応じて参集をかける。 

 

Ｑ 学校職員、市職員の配置、先生が入ることや協力をいただくことがあるの

か？ 

Ａ 基本 市職員が中心で学校管理職は裏方となる。 

  安否確認は支援者の方々の協力をいただく、要配慮者等の個別支援は民生

委員・自治会・自主防・町内会で安否確認をしていただく。 

 

Ｑ 危機管理課交通安全・消防・防犯などのすみ分けをお聞かせください。 

Ａ 空き家（特定危険空き家）は消防などが中心、ほか市危機管理課では１４名

が対応にあたっている。 

  交通安全・防犯・防災・消防は一部事務組合。 

 

Ｑ 教育委員会・防犯的有事の際議会への情報提供の必要性や連携については

いかがか？ 

Ａ 学校関係者や警察内で情報共有し進めている、有事の発生時に統括者が必

要な時は今のところ執行部と防災部局で行うといった段階である。（連絡体

制には今後も必要と考える。） 



 

Ｑ 東日本大震災での原発による被災者の受け入れについてお伺いしたいと思

いますが、その前に私共の住む松阪市は災害多発地区であり日頃から防災・

防犯・交通安全啓発や屋外防災無線等が完備されています、しかし 

  御市と同様に発災時の職員用備蓄食は準備されていない。御市におきまし

て発災時の情報伝達はある程度の整備だけでもされておいたほうが良いと

思います。 

  一番には災害弱者対応ですが、御市のように東日本大震災時の被災者への

受援経験についてお聞かせを願いますか。 

Ａ その当時の対応としては大熊町を中心として約四千名の避難者がみえたこ

とで、庁舎と学校は未だに共存している、生活環境面での移住者が多いのは

いわき市で、大熊の人達は原発被災者と原発避難者とがありその時の会津

としての予算支援は住民票もない為国からの国税措置とされている。 

 

（３）所感 

会津若松市は、福島県の内陸部に位置し、気候は、磐梯山の麓として会津盆

地特有の朝夕の冷え込み、一日の寒暖差があるが、東日本大震災時の福島原発

事故の被災者を約４０００人受け入れた経緯もあり、地形上においても安全

で住みよい町である。 

約 420 年前、松坂城初代城主であります、蒲生氏郷公が会津に転封し、鶴

ヶ城を築城し、陸奥国の要衝とした。 

比較的災害の少ない、安全な地域であり、また、経済の発展を見越した城下

町が築かれており、その歴史と文化の町に新たな拠点となる新庁舎建設が進

められている。 

その機に際し、今回の視察の目的の一つであった防災危機管理も含めた組

織の再構築を行う状況であり、今後の更なる躍進が楽しみである。 

 

 

 

                              以上 


